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既存不適格建築物の増築等に係る建築確認の申請手続きの円滑化について（技術的助言）

建築確認の申請手続きの円滑化については、これまでも、関係者との密接な連携の下で

きめ細かな取組みの継続をお願いしているところであるが、既存不適格建築物（建築基準

法（昭和25年法律第201号。以下「法」という ）第３条第２項の規定により、建築基準。

法令の規定の適用を受けない建築物をいう。以下同じ ）における増築、改築、大規模の。

修繕又は大規模の模様替（以下「増築等」という ）をする場合の建築確認の申請につい。

ても、下記事項に留意の上、円滑な審査に努められたい。

本技術的助言の内容については、建築主、建築士等に対しても、十分な情報提供をお願

いする。

貴管内特定行政庁及び貴都道府県知事指定の指定確認検査機関に対して、このまた、

旨周知方お願いする。

なお、国土交通大臣及び地方整備局長指定の指定確認検査機関に対しても、この旨通

知していることを申し添える。

記

１．既存不適格調書について

既存建築物の増築等について法第86条の７の適用を受ける場合にあっては、建築基準

法施行規則（昭和25年建設省令第40号。以下「施行規則」という ）第１条の３第１項。

において、建築確認に係る申請書の添付図書として同項表二第 項に規定する既存不（63）

適格調書を提出することとされている。

同項においては「既存建築物の基準時及びその状況に関する事項」を明示すべきこと

とされているが、具体的には、以下の（１）から（４）までに掲げる図書及び書類（以

下「図書等」という ）において必要な事項が示されていることを確認できれば、申請。

に係る建築物を既存不適格建築物として取り扱って差し支えない。

（１）現況の調査書

現況の建築物の状態等が分かる図書等に、以下の①から⑤までに掲げる事項が示

されていること。

① 建築主の記名及び押印

② 当該調査書を作成した者の記名及び押印



③ 既存不適格となっている規定及びその建築物の部分（既存不適格となっている

建築物の部分は具体的に明記すること ）。

④ 既存不適格となっている建築物の部分ごとの基準時

⑤ 当該申請に係る増築等以前に行われた増築、改築、修繕、模様替、用途変更又

は除却に係る工事（以下「既往工事」という ）の履歴。

（２）既存建築物の平面図及び配置図

既往工事の履歴がある場合は、既存建築物の平面図及び配置図に、各既往工事に

係る建築物の部分が分かるように示されていること。

（３）新築又は増築等の時期を示す書類

原則として、新築及び当該申請以前の過去の増築等時の検査済証又は建築確認台

帳に係る記載事項証明（完了検査を行った機関が交付したもの ）により、新築又。

は増築等を行った時点を明らかとすること。

これらの書類がない場合にあっては、新築及び当該申請以前の過去の増築等時の

（ 「 」。）、確認済証 平成11年４月30日以前に確認を受けた場合にあっては 確認通知書

建築確認台帳に係る記載事項証明（建築確認を行った機関が交付したもの 、登。）

記事項証明書のほか、建築確認後の工事の実施を特定できるその他書類により、建

築主事又は指定確認検査機関が新築又は増築等を行った時点が明らかにされている

と認めることができる。ただし （１）及び（２）に掲げる書類により、新築又は、

増築等の時期における建築基準関係規定への適合を確かめること。

なお、建築主事又は指定確認検査機関が、法第12条第７項に規定する台帳又は法

第77条の29に規定する帳簿によって、当該建築物について新築又は増築等に係る確

認済証又は検査済証が交付されたことが確かめられる場合にあっては、本書類の添

付を省略することとして差し支えない。

（４）基準時以前の建築基準関係規定への適合を確かめるための図書等

審査においては、当該建築物の用途・規模等に応じ、基準時以前の技術的基準へ

の適合を確かめるために必要な図書等の提出を求めることができる。

２．既存不適格調書以外に必要な図書等について

既存建築物の増築等について法第86条の７の規定の適用を受ける場合にあっては、同

条に規定する一定の範囲内で増築等が行われていること等を確かめる必要があるため、

既存不適格調書以外にも、建築基準法施行令（昭和25年政令第338号。以下「令」とい

う ）第137条の２から令第137条の15までの規定のうち、該当する規定の内容に適合す。

、 。ることの確認に必要な図書等において 当該規定に適合することを確認する必要がある

特に、令第137条の２第１号イの規定の適用を受ける場合にあっては、増築又は改築

に係る部分の令第３章（第８節を除く ）の規定等への適合及び既存部分の耐久性等関。

係規定への適合を確認できる図書等に加えて、以下の（１）から（４）までに掲げる必

要な図書等により、令第137条の２第１号イの規定に適合することを確認する必要があ

る。

また、これらの図書等の作成は原則として建築士によるものであると考えられるが、

特に、建築士以外の者によるものについては、当該図書等と建築物の現況の整合を現地



確認するなど、確実な審査を行わなければならない。

（１）構造計算書（法第20条第２号イ後段及び第３号イ後段に規定する構造計算に係る

もの）

（２）釣り合いよく耐力壁を配置すること等の基準に適合することを示す図書等（令第

42条、第43条、第46条等関係（法第20条第４号に掲げる建築物のうち木造のものの

場合 ））

（３）既存部分の耐震診断書（構造耐力上主要な部分が新耐震基準に適合するものであ

ることを確認することにより耐震診断を行う場合には、写真等により、構造耐力上

主要な部分の損傷、腐食その他の劣化の状況を確認すること ）。

（４）平成17年国土交通省告示第566号第１の規定に適合することの確認するために必

要な図書等


